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「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」の事前評価票 

（平成 24 年 8 月現在） 

１．課題名 南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト 

２．開発・事業期間 平成２５年度～平成２９年度（５か年） 

３．課題概要 

平成２４年３月３１日の内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定では、最大級の想定を行ったことから、

多くの地域では、従前の被害を大きく上回る被害想定となった結果、各地域に応じた防災・減災計画の見

直しが必要となってきている。 

一方、今回の最大級の想定は、必ずしも次の南海トラフ巨大地震を想定したものではなく、いわゆるこれ

まで繰り返し発生している百年級規模の地震・津波対策の促進も喫緊の課題である。 

課題の達成に際しては、これまで実施してきた「東海、東南海、南海地震連動性評価研究プロジェクト

（以下、連動性評価プロジェクト）」の成果と実績を踏まえ、以下に重点を置いて進める。 

(1) 地域連携防災・減災研究 

①復旧復興対策 

地震や津波に伴う被害が発生した際、その地域が持っているポテンシャル（人間、もの、空間など）

によって復旧・復興への対応が大きく異なる。事前のこれらポテンシャルの向上のみならず、被害発生

時の情報の共有や優先順位づけなどが重要となるため、これらについて検討を行う。 

②地震・津波被害予測と被害軽減対策 

各地域の地盤モデルの構築・高度化を行うと共にそれを用いた強震動・津波予測を行う。建築構造

物、インフラ施設への影響等も考慮した、より現実的な地震・津波被害予測と災害軽減への誘導策に

ついて研究を進める。 

③防災・災害情報発信 

各研究会を通じてこれまでに実施してきた研究成果やシミュレーションを用いたデータなどを活用

し、地域の特性に応じ、被害想定から避難行動、震災後の応急対応、復旧復興に至るまで、横断的

に必要となる情報発信の在り方の検討とシステム開発を行う。これを用いて地方自治体で実証実験を

行う。 

(2) 巨大地震震源域調査研究 

連動性評価プロジェクトで不十分であった調査観測研究並びに解析予測研究を行うことで、百年級

規模の地震・津波への対策の高度化を図る。また、東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえ、南海トラ

フの海溝軸付近の詳細構造調査、調査南海トラフに隣接する南西諸島における震源域等に関する調

査を併せて実施する。 
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４．評価の観点 

 （１）必要性 

東海・東南海・南海地震の今後３０年以内の地震発生確率は極めて高い。同時発生した場合、最大で経済

的被害が８１兆円、死者が２万５千人に至るとされ、東日本大震災を上回る人的・物的被害が想定されている。

さらに平成２４年３月３１日の内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定では、最大級の想定を行っており、各地

域は防災・減災対策をより一層強化しなければならない。大規模地震発生時の災害連鎖の状況を踏まえ、発生

までの時間に被害を軽減するためのまちづくり方策や被災後の復興のデザインに生かせる成果を期待する。 

また、「東海・東南海・南海地震連動性評価研究プロジェクト（H２０～２４）」の成果が現在の内閣府の南海トラ

フの想定震源域の検討に活用されている。しかし東北地方太平洋沖地震の発生後、津波地震の対策も重要で

あると明らかになったが、発生場所である海溝軸付近の詳細構造については十分に調査されていない。この領

域の調査観測等を実施する必要がある。また、南海トラフ西方の南西諸島海溝周辺の領域は、地震発生の特

性が十分に解明されていないため、長期評価（震源域や地震発生確率等の評価）が行われていない。この地

域の被害想定等を検討する上でも調査観測を進める必要がある。 

（２）有効性 

本課題は、先行する連動性プロジェクトの成果と実績を十分活用し、３．１１の経験を踏まえた新たな課題のも

と、さらに発展させ社会的効果を高めるものである。また、南海トラフ周辺を主たる対象とした研究ではあるが、

その成果は全国の防災・減災対策へも波及が期待できる。なお、調査観測研究では構造探査だけでなく海底

地殻変動観測について、この後のロードマップ又は海上保安庁との共同戦略等で検討する必要がある。 

 （３）効率性 

本課題のアウトプットとしておおよそ以下が挙げられる。 

○人口変動などの社会情勢を考慮した、統合的な震災前復興計画 

○各地域における、より現実的な被害予測 

○防災行動誘発に資する地震・津波被害予測 

○災害履歴データベースの構築 

○住民や自治体、企業などがお互いに情報を共有し作り上げることが可能な災害情報システム 

○南海トラフと南西諸島付近までの長期評価。 

南海トラフ広域の海溝型巨大地震発生の可能性を見直すことにより、地震像のより正確な情報を社会に提供

し、災害の軽減方策の検討に資するために、本課題のアウトカムとしておおよそ以下が挙げられる。 

○震災前復興復旧計画の策定に資する議論と研究成果の提供を行うとともに、各自治体にとどまらず広域

複合災害の観点での減災、復旧計画等策定時に地域連携が進む。 

○地域・企業等における防災対策の重点化や強化に資する情報提供、住民の防災意識の改革による被

害低減など、防災対策へ還元される。 

○地域研究会という産官学民の各者がそろった場を最大限にいかし、産官学民が連携した災害情報シス

テムの開発を実施するとともに、扱う人材の育成が期待される。 

○南海トラフと南西諸島付近までの連動性等を評価することにより、長期評価や被害想定の検討が可能と

なる。 
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広域にわたる対象の各地域がこれらの成果を有効に用いて、地域ごとの特性に応じた防災・減災対策に生

かすための体制が形成されることを期待する。 

５．総合評価 

南海トラフの特性の解明が進み、被害予測の精度が向上し、予測に基づいた防災・減災対策が取られること

を期待するため、最優先でプロジェクトを推進すべきである。また、研究成果を有効に活用するためには、震源

域調査の結果を地域研究会での議論に随時活用・発信し、中央防災会議や地方自治体とは緊密に連携して

進めるべきである。 

※評価基準については、中間・事後評価において達成状況をより客観的に検証出来るようなものとするよう努めること。 
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「日本海地震・津波調査プロジェクト」の事前評価票（案） 

（平成 24 年 8 月現在） 

６．課題名 日本海地震・津波調査プロジェクト 

７．開発・事業期間 平成 25 年度～平成 32 年度（8 か年） 

８．課題概要 

東北日本大震災の津波被害を受けて、政府は平成 23 年に「津波対策の推進に関する法律」(H23.6)を

制定し、津波の発生機構の解明と津波の規模等に関する予測精度の向上についての調査研究を国が

行うことが明示されている。 

また、第４期科学技術基本計画（H23.8 閣議決定）では、大規模な自然災害の発生に際し、人々の生

命と財産を守るための取組を着実に進めることの必要性をあげ、生活の安全性と利便性の向上に関する

施策を重点的に推進するため、地震などに関する調査観測や予測、防災、減災に関する研究開発や、

防災体制の強化、災害発生時の迅速な被害状況の把握及び情報伝達、リスク管理も含めた災害対応能

力の強化に向けた研究開発を推進するとしている。 

そのほか、例えば福井県からの要望として、「日本海側における地震津波評価について積極的に推進

していただきたい。」といった自治体からの強い要請もある。 

その一方で、日本海とその沿岸における地震活動性や地殻活動などの基礎調査及び研究データは不

足しているため、関連する研究・技術分野の枠を超えた総合的な分野融合を図り、効果的な成果の達成

を目指して以下の調査研究を実施する。 

①日本海と沿岸地域での震源断層モデルの作成 

海域や沿岸部を含む陸域において地殻構造探査を実施し、津波や強震動を発生させる断層の位

置や形状を明らかにし、震源断層モデルを構築する。 

②日本海沿岸での津波の最大波高の予測 

構築した震源断層モデルを用いた津波波高予測計算を行う。 

③日本海沿岸での主要地域での強震動予測 

構築した震源断層モデルを用いた強震動予測計算を行う。 

④プレート相互作用としての内陸地震の発生メカニズムの解明 

プレート境界での巨大地震発生に前後して度々背弧域で発生する内陸型地震についてのメカニズ

ムを解明し、長期予測の高度化を目指す。 

⑤日本海沿岸自治体の地震・津波防災リテラシーの向上 

地域防災担当者との研究会・勉強会などを開催し、相互のコミュニケーションを実施することにより、

その精度や意味についてより正確な情報を伝え、地方自治体の防災担当者のニーズを反映させた形

で、地球科学的な基礎情報に基づいた津波波高や強震動などの予測データを提供し、最も効果的な

防災対策に活用されるよう情報発信を行う。 
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９．評価の観点 

（１）必要性 

「津波対策の推進に関する法律」の第 6 条では、地域において想定される津波による被害予測は、都道

府県及び市町村が実施するものと明記されている。これに基づいて、日本海側の府道県では津波の波高

予測を実施しているが、地域ごとに波源モデルが異なることや、計算方法などの違いにより異なる基準で

求められている。これらの予測値は、防災対策の基礎となる数値であり、津波対策を進めていく上でも妥当

性の検討は喫緊の課題である。本来このような基礎的なデータについては、文部科学省に設置されている

地震調査研究推進本部が提供すべき情報であるが、太平洋側の日本海溝や南海トラフ沿いでは調査観

測の充実が図られているのに対し、日本海側については津波波源モデルが作成されていないため、地

震・津波調査体制の充実が必要である。 

東日本大震災を契機として、今後の被害地震の発生のポテンシャル評価は国民・産業界からも非常に

高い関心が集まっている。また、地震調査研究推進本部は海溝型地震や活断層から発生する地震の長

期評価を行っており、これらの予測精度を向上させていくことは重要な課題となっている。 

（２）有効性 

本課題では沿岸・沿岸陸域を含む領域の総合的な検討を行っていくため、多様な災害予測に対しても

充分な基礎資料を提供することが可能であり、研究成果は、直ちに沿岸の地方自治体の津波被害推定及

び津波防災対策の基礎資料として活用できる。 

沿岸域の活断層によって津波が発生する場合には、強震動による液状化、沿岸域における地盤沈下、

津波の来襲等、災害が複合して発生する可能性がある。このため、地方自治体の防災担当者と密接な相

互理解の基に予測情報が発信されることで、その情報が有効的に活用され、より効果的な防災・減災が期

待される。 

地震発生の長期予測の高度化は、国土利用・経済活動の観点からも重要な情報である。特に東北地方

太平洋沖地震により日本列島の応力場は大きく変化したため、今後の地震・火山活動について大きな影

響が予想される。それを予測する手法として、数値シミュレーションによる長期予測が重要な手法として挙

げられる。 

内陸地震の発生ポテンシャルの評価には地震発生層の震源断層にかかる力を求めることが重要であ

り、本課題で目的としている震源断層の形状を把握することは、地震発生ポテンシャルの評価にとっても基

本的な情報を提供することができる。 

防災対策においては、どのような災害が発生するのかについての知識を向上させることが極めて重要で

あるため、防災リテラシーの向上を目的とした勉強会・講演活動を予定しており、こうした活動が防災・減災

のために有効な成果をもたらすことを期待する。 

なお、新規手法開発やシミュレーションとの有機的な連携等で理学的、技術的革新性の向上と若手人

材育成を推進することを期待する。 
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 （３）効率性 

本課題のアウトプットとして以下が挙げられる。 

①震源断層モデルの構築 

東日本大震災がいわば想定外の津波被害を引き起こしたために、国民の間には科学・技術について

の不信感が広がり、また想定外の災害を「想定する」という、必ずしも科学的ではない災害予測が行われ

る場合もある。また、日本海側での津波波高予測については、一般市民でも太平洋側との混同も見受け

られ混乱している。こうした状況の中で津波の波高予測を行うためには、震源断層モデルの基礎となる

構造探査など、科学的に検証可能な新たな資料に基づいた、より正確な情報を社会に提供していくこと

で信頼を取り戻していく必要がある。 

②日本海側における波源モデルの構築 

日本海側で発生する津波の波高予測と随伴する被害予測は、防災対策を行っていく上での基本的

な情報であり、様々な分野での防災・減災に資するところが大きい。また、韓国では原子力発電所が日

本海側に多数設置されており、日本海での津波波高予測は国内での原子力発電所の安全性の確保だ

けでなく、環日本海地域における問題としても重要な問題である。 

③海溝側と背弧域における地震発生メカニズムの解明 

数値実験などによる地震発生の予測技術は、今後、進展が期待される領域である。こうした数値予測

の基礎には、地震・地殻変動などの観測データのほかに、詳細な地殻・プレートの構造や震源断層の形

状が必要になる。本課題はこれらの基礎になる地殻・プレートの構造・震源断層の形状についてのデー

タを収集するもので、得られた資料に基づいて数値実験により地震の発生しやすさについて数値予測

についての評価を行う。これらの結果は、新しい長期予測手法の開発にとって大きな貢献となる。 

 

なお、自然地震観測に基づく構造推定は、制御震源による構造探査からは得られない三次元の構造が

得られることや深部の断層形状の推定に役立つなどの優位性がある。このため、できる限り長期の観測期

間を確保し実施することが重要である。そのほか、震源断層モデルと津波波源モデルの構築においては

歴史分野や地質分野も含めた研究体制で検討する必要がある。 

アウトカムとしては、正確な震源断層モデルや津波波高モデルの構築により、日本海側における長期予

測の高度化に資する情報が得られる。これらの情報について、地域勉強会などを通じて基礎データを提供

することにより、正しい津波波高予測による具体的な被害予測の提供など地域防災対策に資する情報が

得られ、結果として、住民の防災リテラシーの向上や環日本海地域における防災・減災への貢献に資する

ことが期待できる。 

広範囲に及ぶ調査観測のため、調査地域の順番について十分に検討すること。また、得られた成果や

知見は、可能な範囲で順次地域勉強会に提供するなど、効率的な運用を期待する。 
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１０． 総合評価 

日本海側での調査は太平洋側に比べて全般的に国による調査が遅れているため、北海道から九州に

かけて着実にデータ取得を行えるよう、できるだけ質の高いプロジェクトとして実施していくべきである。ま

た、三次元構造推定に有効な知見が得られる自然地震観測は、できる限り長期の観測を行うことで、得ら

れるデータの精度が向上することから、長期間のプロジェクトとして実施する必要があるが、４年目くらいに

は抜本的なレビューを行い、以降の計画を見直しながら推進していくべきである。 

なお、得られた研究成果は有効に活用し、情報発信や人材育成をより工夫することで今後の防災体制

のあり方についての見直しを進め、日本海沿岸自治体における防災・減災力の向上に貢献してほしい。 

※評価基準については、中間・事後評価において達成状況をより客観的に検証出来るようなものとするよう努めること。 
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」

地
域

の
大

学
等

が
拠

点
と
な
り
、
理

学
・
工

学
・
社

会
科

学
な
ど
最

新
の

知
見

を
活

用
し
た
防

災
対

策
や

、
近

隣
の

自
治

体
が

連
携

し
て
効

果
的

に
災

害
対

応
す

る
た
め
の

手
法

、
産

学
官

が
連

携
し
て
効

果
的

な
災

害
対

応
等

を
行

う
た
め
の

ス
キ
ー
ム
づ
く
り
を
実

施
す
る
。

○
東
日
本
大
震
災
を
契
機
に
自
治
体
で
は
被
害
想
定
や
地
域
防
災
対
策
の
見
直
し
が
活
発
化
。

○
一
方
で
災
害
想
定
が
著
し
く
引
き
上
げ
ら
れ
、
従
来
の
知
見
・
技
術
で
は
対
応
が
困
難
な
状
況
。

○
専
門
性
が
高
い
こ
と
か
ら
、
大
学
等
に
お
け
る
防
災
に
関
す
る
最
新
の
知
見
が
十
分
に
活
用
で
き
て
い
な
い
状
況
。

○
地
域
に
よ
っ
て
想
定
さ
れ
る
災
害
や
防
災
対
策
の
担
い
手
が
異
な
り
、
地
域
の
特
性
を
踏
ま
え
た
防
災
研
究
が
必
要
。

○
産
学
官
民
や
近
隣
地
域
間
で
一
堂
に
会
し
て
災
害
対
応
を
検
討
す
る
よ
う
な
ス
キ
ー
ム
や
拠
点
が
未
確
立
。

地
域

の
防

災
力

向
上

を
目

的
と
し
て
、
初

動
対

応
の

た
め
の

即
時

状
況

把
握

や
被

災
状

況
下

で
の

情
報

収
集

・
伝

達
手

段
等

を
確

立
す
る
た
め
、
災

害
情
報
の
収
集
・
解
析
・
伝
達
技
術
の
開
発
を
行
う
。

○
対

象
テ
ー
マ
数

：
２
～

３
テ
ー
マ

○
事

業
期

間
：
５
年

間

地
域
防
災
対
策
支
援
研
究
事
業
に
つ
い
て

研
究
開
発
と
実
証

の
好
循
環
を
促
進

地
域

の
大

学
等

が
核

と
な

り
、

理
学

・
工

学
・

社
会

科
学

の
分

野
横

断
的

な
防

災
研

究
開

発
を
推

進
し
、

そ
の

成
果

を
地

域
で
実

践
す
る
こ
と
に
よ
り
、

地
域

の
防

災
力

を
強

化

方 針

社
会

還
元

防力 災

大
学

の
知

実
証

研
究

向上

連
携

ま
た
、
事

業
全

体
を
取

り
ま
と
め
、
事

業
期

間
の

後
半

に
は

事
業

モ
デ
ル

や
活
用
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
整
備
を
行
う
。
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「地域防災能力育成支援研究事業」の事前評価票（案） 

（平成 24 年 8 月現在） 

１．課題名 地域防災能力育成支援研究事業 

２．開発・事業期間 平成 25 年度～平成 29 年度（5か年） 

３．課題概要 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、「基本的な社会の機能が適切に維持

されるように社会にとって重大な影響を持つリスクに対する予防力を高めること」と「予防力を超える

被害は避けられないとの前提の下、社会の被害からの回復力を高めること」とを目標とした、社会防災

力の強化に関する研究開発が課題となっている。 

この課題を達成するため、先端的な防災・減災技術等を必要とする地域にその技術を導入するための

防災研究者等による自治体等への支援体制のあり方及びその際の地域の防災担当者及び防災研究者の

人材育成、地域住民に対する防災教育を図るための社会的な体制のあり方についてモデルを構築する。

また、これらの人的な社会防災体制を活かすための災害発生後の情報の収集・把握・伝達などの手段を

高度化・多様化するための技術を開発する。 

 

以下の二つのテーマについて研究を行い、取りまとめる。 

テーマ１：先導的な地域防災対策の実施体制の検討 

三大都市圏を除く 6地域のモデル地域について、特定の地方公共団体をモデル自治体とし、それぞ

れが必要とする先端的な防災・減災技術を選定して、防災研究者等の協力の下、具体的な導入を行う

実証実験を行い、導入体制のモデルを構築する。 

モデル自治体と協力する防災研究者は、防災上の課題の提案や先端事例の導入事例の紹介などモデ

ル自治体の防災事業の効率化・高度化に寄与する提案を行い、モデル自治体とともに、実証実験の対

象となる事業として、事前の防災計画策定、地域のハザード・リスクの評価、防災教育の普及、地域

コミュニティの育成・活用、地方公共団体間の広域連携、地域の事業者との連携等の先端的な実施手

法や技術を選定する。 

モデル自治体は防災研究者のアドバイスを得ながら、選定した先端技術について地域固有の事情に

合わせた形で事業化することにより、地域の防災能力の向上を図る。また、この事業の中で、防災研

究者は防災担当者の人材育成等を支援し組織全体の能力の向上を図る共に、この事業を通じて関与す

る地域住民、地域コミュニティ、学校、企業などの関係者に対しても防災研究者として積極的に関与

し、モデル自治体の協力を得つつそれぞれの参加者が自立的に防災対策をなし得るような能力向上の

ための防災教育を検討・実践する。 

終的にはモデル自治体による先端的手法や技術の改良・導入を通じて、地域の防災能力の育成の

あり方について、防災研究者が地域の防災対策に参画するための体制のあり方を含めた知見を取りま

とめる。 

さらに、各モデル地域ではモデル自治体の周辺自治体の防災担当者等に成果を報告する場を設け、

地域間連携を図り、逐次得られた成果について公開するとともに、周辺地域でも同様の取組ができる
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よう体制作りについて支援する。 

テーマ２：地域防災基盤技術開発 

地域防災対策において、地域間で共通に必要とされる科学的知見や防災対策技術を対象として研究

開発を行う。 

情報収集・伝達技術の研究 

発災時の警報伝達、初動対応のための即時状況把握、復旧・復興期における情報伝達、状況把握等

において、電源の喪失や通信回線の途絶、二次災害防止のための立入禁止措置等により通常想定され

ている情報の収集・伝達手段が利用できなくなった場合の多様な代替手法について検討する。 

・防災ヘリ、無人航空機（ドローン）、固定モニタリングポスト等からの画像、音声等を解析して被

災情報を抽出し、情報の種別や時空間でのタグ付け、可視化を行うなどの自動処理手法の研究 

・浸水や崩落などの二次災害が予見され人が直接近寄ることのできない危険地域に対して代替的に

警報伝達や被災情報の収集を行うことのできる情報収集・伝達手段の研究 

・被災地での紙による情報管理と後方支援における情報処理技術を用いた情報管理との連携手法の

研究 

全体取りまとめ 

各モデル地域間の情報共有のための全体部会を運営し、成果として得られる地域の防災能力の育成

のあり方や体制のあり方に共通する知見について抽出して分析して取りまとめる。 

また、テーマ１のモデル地域で必要とされる災害発生時の情報の収集伝達における課題を集約整理

してテーマ２へのニーズとして提供するとともに、テーマ２で開発された技術をテーマ１のモデル地

域で実証試験するなどのテーマ間連携の調整を行う。 

４．評価の観点 

（１）必要性 

これまでの大規模な防災研究プロジェクトでは主に地震防災に主眼が置かれており、自然災害全般を

対象にできる防災研究事業が必要である。自然災害の内容や頻度は地域間の違いが大きく、全国一律で

の防災対策の展開は難しい。また、防災対策の状況も地域間によって程度に差があり、防災研究事業も

先進的な自治体に集中する傾向があるため、それ以外の自治体にもそれぞれ地域の特性に応じて防災研

究の成果を展開していけるよう支援する必要がある。これらは、推進方策においても「地震以外の自然

災害への対応」、「地域の特性に応じた研究開発の促進」として指摘されている。このような地域の課題

を解決するために、大学等の防災研究者を適切に地域とマッチングさせ、地域の特性に応じた様々な防

災対策を調査・研究し、推進できるよう産官学民が参加する防災対策の実施体制を構築することが必要

である。 

また、災害発生時の情報の収集・伝達については推進方策等でも多くの指摘を受けており、地震等観

測網の整備及びその応用としての速報システムの研究、都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プ

ロジェクトのサブプロジェクト３によるマイクロメディアの活用などの研究、防災科学技術研究所によ

る災害リスク情報の利活用に関する研究などを実施している。しかし、これらは主に既存の通信網が利

用できることを前提としており、想定を超えた災害により通信網が被害を受けた場合の代替手段につい

て検討する必要がある。地域防災能力の育成に必要となる技術的課題は他にも重要なものが考えられる

ため、地域のニーズを把握して研究開発を行い適切なソリューションを開発する必要がある。 
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（２）有効性 

防災対策に課題を持つ地方自治体をモデルとして事業を実施することは直接的な防災力の向上とな

る。加えて、防災事業の展開においては防災教育支援事業の成果を有効活用し、平行して人材育成・防

災教育を実施する体制を構築することで、地域の防災リテラシーの向上を図ると共に、その後の事業の

継続性を担保することとなる。 

また、 終的な成果としての事業展開のためのモデルの構築を事業参加者や周辺自治体を広く取り込

んで実施することにより、研究成果のユーザ等との連携の強化が図られ、その後の他地域への展開が期

待される。 

（３）効率性 

本課題のアウトプットとしては以下が挙げられる。 

・地域と防災研究者との協力体制モデルの構築 

・地域の人材育成・防災教育の充実 

・先端的な防災・減災技術等の地域への導入事例の蓄積 

・災害時の情報の収集伝達手段の高度化・多様化技術等 

これらにより、これまで対応されなかった防災上の課題を持つ地方自治体を含め、幅広い自然災害に

対して地域の防災能力の育成を推進する。 

５．総合評価 

学問・研究と実際の防災に生かすこととのギャップについては再三言われてきたことであり、それを

何とか埋めようという取組は重要である。また、災害は地域特性を持つため、適正なモデル地域を選定

することで、他地域へ適用可能な汎用性の高い研究を行い、その研究成果を防災研究者やＮＧＯ、地域

コミュニティもしくは企業等を通じて広く地域に展開できるような防災能力育成支援研究事業となる

ことを期待する。 

このような事業は本来期限を設けず継続的に実施すべきだが、研究開発事業としては限界があること

から、これらの受皿となる組織体制の構築に向けて、関係機関との調整を図るべきである。 

※評価基準については、中間・事後評価において達成状況をより客観的に検証出来るようなものとするよう努めること。 


